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東 京 都 利 島 村 337人

































大 島 町 7,884人 13（最大４、最小１） 17.6
八 丈 町 7,613人 62（最大12、最小３） 86.6
新 潟 県 佐 渡 市 57,255人 164（最大27、最小11） 29.9
香 川 県 小豆島町 14,862人 34（最大７、最小２） 23.7
長 崎 県
対 馬 市 31,457人 68（最大12、最小５） 22.5
壱 岐 市 27,103人 74（最大12、最小５） 28.6
五 島 市 37,327人 87（最大18、最小４） 23.8
新上五島町 19,718人 35（最大８、最小１） 17.8
鹿児島県
西之表市 15,697人 39（最大11、最小２） 26.1
奄 美 市 43,156人 92（最大13、最小６） 22.4
屋久島町 12,913人 29（最大６、最小１） 24.1
徳之島町 11,160人 24（最大４、最小１） 22.8
天 城 町 5,975人 21（最大４、最小１） 36.2
沖 縄 県
石 垣 市 47,564人 103（最大20、最小６） 23.5












































































































































































































全国 東京都 新潟県 香川県 長崎県 鹿児島県 沖縄県
2010年 24.94 23.42 31.2 23.7 26.97 27.64 25.81
2011年 24.28 24.64 30.43 24.56 24.08 25.44 27.38
2012年 13.21 14.49 20.2 10.35 10.27 12.83 8.17
2013年 12.91 14.67 18.07 13.55 11.35 12.74 9.45
2014年 19.8 19.97 25.86 17.82 20.71 22.43 19.61
2015年 18.74 18.67 24.64 16.11 18.54 19.81 19.33
2016年 17.1 16.55 23.5 16.96 17.31 17.45 17.66
2017年 9.91 10.61 13.76 8.73 9.23 8.04 7.67
2018年 16.32 16.45 21 15.81 17.48 16.79 14.95
表３　自殺者が毎年存在し且つ自殺率が全国より
高い離島の自治体を所管する都道府県
　一方で、2010年から2018年にかけて自殺者が出
ていない都道府県について注目すると表１で示し
たように東京都１村、鹿児島県２村、沖縄県７村
であり、３都県とも自殺者が毎年存在し且つ自殺
率が高い都道府県でもあることから、同じ都道府
県内であっても島ごとに自殺数や自殺率に差があ
ると考えられる。
（３） 人口規模ごとに見た離島自治体の自殺の傾
向
　今回対象とした63自治体から表２で示した自殺
者が毎年存在し且つ自殺率が全国より高い離島自
治体を人口別で見ると、３万人以上の自治体は、
人口が多い順に佐渡市、宮古島市、石垣市、奄美
市、五島市、対馬市であるが、全ての自治体が該
当した。また、人口１万人以上３万人未満の自治
体は壱岐市、新上五島町、小豆島町、屋久島町、
徳之島町であり、８町中６町が該当した。また、
人口が５千人以上１万人未満は大島町、八丈町、
天城町であり、該当は15町中３町であった。５千
人以下の自治体は該当しなかった。次に表１で示
した自殺者が出ていない自治体として３千人以上
の自治体は該当しなかった。千人以上３千人以下
の自治体が、南大東村、伊平屋村、多良間村の17
自治体中３村が該当した。また、千人以下の自治
体は座間味村、粟国村、十島村、渡嘉敷村、三島
村、利島村の４村で10自治体中６村が該当した。
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者が男性に多い理由として、高橋18）は①女性に
比べて男性は問題解決場面で敵対的、衝動的攻撃
的な行動に及ぶ傾向が高い、②自殺を図るときに
男性は危険な手段を取る傾向が強い、③問題を抱
えた時に女性の方が他者に相談するといった行動
に対して抵抗感が少なく、柔軟な態度を取ること
が多い、と述べている。中高年、高齢者の男性に
向けての対策を講じることが必要であると考えら
れる。対策案として中高年では相談しやすい環境
を、高齢者においては生きがいとなる場の環境の
設定が考えられる。
　３点目に自殺が多い地域への予防策である。今
回用いた統計では、島外からの自殺者も含まれて
おり、島内と島外からの自殺対策も含めて検討す
る必要がある。島外者の自殺について統計はない
が、島の消防団の業務として「観光客の自殺の捜
索」を報告した研究があり19）、可能性は否定でき
ない。
　自殺が多い地域への予防対策として、県内の県
外者・不明者が30.1を占める山梨県では、県外か
らの自殺者が多い青木ヶ原樹海への対策として①
周辺施設へ自殺企図者の発見、声掛けを行う監視
員の配置、②地域ぐるみの体制づくり、③声掛け
ボランティアの養成を行っている20）。また、福井
県坂井市では、東尋坊での自殺を予防するためパ
トロール21）やドローン22）を活用し効果を上げて
いる。その他の地域でも立て看板を設置し自殺の
予防に取り組む自治体も見られる。以上のように
自殺が多い地域へ自殺を思いとどまらせる（また
はさせない）対策を講じることが必要である。
６．終わりに
　本稿では、離島の自殺の現状を知るために政府
で公表されている統計を活用し離島の地域、人口
規模ごとの自殺の傾向を示した上で離島自治体に
おける重点的な自殺対策について述べた。
　統計を見る限りにおいては、離島における自殺
について、島ごと、人口規模によって自殺数の差
があることは分かったが、なぜ社会資源の整って
いる大規模な自治体より社会資源の乏しい小規模
な自治体では少ないのかという詳細までは示すこ
とができなかった。今後は、実際に自殺が少ない
島で調査を行い、具体的な島の自殺の予防に向け
た研究に取り組んでいく必要がある。
【付記】
　本研究は科研費若手研究「自殺率の高い離島の
市における自殺の現状分析と自殺防止に関する研
究」（JP19K14003）の助成を受け実施した。
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